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１ 水道用水供給事業 

◼ 事業の目的 

市町の行政区域を越えて広域的に水資源を確保し、効率的に水道施設を整備・運

営することにより、各市町水道事業者に安全で安心な水道用水を安定的に供給する。 

◼ 事業概要 

（1） 神戸、阪神、播磨、丹波及び淡路地域の 17 市 5 町 1 企業団を対象に、5 浄水

場が稼動している。 

（2） 令和 4 年 4 月 1 日現在、計画給水量 480,400 ㎥に対し、施設能力は 443,826

㎥/日であり、1 日最大 417,850 ㎥を給水している。 

（3） 各浄水場の取水、浄水、送水施設等については、施設の老朽度合い等を考慮

のうえ、アセットマネジメント推進計画を基本とし、計画的な整備を進めている。 

１ 水道用水供給事業の経営目標 

(1) 健全経営の確保 

給水量の確保、経費の削減などによる安定経営の確保 

(2) 水道料金の適正化 

将来の設備投資を想定した料金設定と経費削減等による段階的な料金引き下げ 

(3) 危機管理対策の実施 

定期的な施設の点検・診断・修繕による適正な水道施設の維持更新 

２ 水道用水供給事業の経営評価の考え方 

水道用水供給事業の経営目標の達成状況を把握するため、代表的と考えられる評価指標

を検証し、評価を行った。 

 

（1） 健全経営の確保

（2） 水道料金の適正化

（3） 危機管理対策の実施

経営成績

料金収入確保

企業債縮減

費用抑制

水道料金の適正化

ハード

ソフト

その他

① 経常収支比率

② 自己資本構成比率

③ 流動比率

④ 給水量の確保（１日最大給水量）

⑤ 最大稼働率

⑥ 企業債残高

⑦ 給水原価

⑧ 料金回収率

⑨ 耐震適合管率

⑩ 実地訓練実施件数

⑪ 給水支障件数

（ 経営目標 ） （ 取組項目 ） （ 評価指標 ）
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３ 企業庁の自己評価 

(1) 目標の達成状況 

全 11 項目のうち、10 項目については目標を達成したが、耐震適合管率については、

三田西宮連絡管整備事業において、想定より硬い岩盤の影響から掘進工事が難航したこ

とにより目標を達成することができなかった。 

(2) 決算状況 

令和3年度は給水協定に基づく申込水量により料金収入を確保し、平年並の営業収益

となった。また、営業費用については減価償却の対象となる資産や人件費の減少があっ

たものの、資産の除却による資産減耗費の増加により前年度とほぼ同じ水準となった。こ

の結果、令和 3 年度決算は 28 億 45 百万円の黒字となった。 

 

４ 経営指標の達成状況 

経営目標達成率 〔 達成率 ＝ 実績値 / 目標値 〕 

11 項目中、10 項目で目標を達成。 

  



3 

 

① 経常収支比率 

② 自己資本構成比率 

③ 流動比率 

④ 1 日最大給水量 

⑤ 最大稼働率 

⑥ 企業債残高 

⑦ 給水原価 

⑧ 料金回収率 

⑨ 耐震適合管率 

⑩ 実地訓練実施件数 

⑪ 給水支障件数 

  

0.0% 100.0%

371.7％ 

111.4％ 

102.5％ 

100.0％ 

100.1％ 

101.7％ 

119.8％ 

119.1％ 

99.4％ 

100.0％ 

100.0％ 

達成ライン 

▼ 
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（1） 健全経営の確保 

《 経営成績 》 

 本事業は、平成 14 年度以降、令和元年度まで黒字決算であったが、令和 2 年度決算

は、新型コロナウイルス感染症対策による 3 か月分の料金免除を実施したことにより赤

字となった。令和 3 年度は黒字に転換した。 

 収入面では、令和 3 年度は平年並の営業収益となった。 

 支出面では営業費用については減価償却の対象となる資産や人件費の減少があっ

たものの、資産の除却による資産減耗費の増加により前年度とほぼ同じ水準となった。

営業外費用では企業債の支払利息等の減により、合計で 30 百万円減少した。 

 特別損失 52 百万円については、電気料金請求事件訴訟における電力会社との和解

金である。 

【 決算の概要 】 

 令和２年度実績  令和３年度実績 

営業利益 △ １，０２０ 百万円 １，９７６ 百万円 

経常利益 △ ２７８ 百万円 ２，８９７ 百万円 

 

【 収支の概要 】 

 

 

営業収益 13,779 13,812 13,848 10,249 13,249 
営業費用 12,276 11,373 11,622 11,269 11,273 
営業利益 1,503 2,439 2,226 △ 1,020 1,976 
営業外収益 1,452 1,308 1,269 1,262 1,355 
営業外費用 838 724 617 520 434 
経常利益 2,117 3,023 2,878 △ 278 2,897 
特別利益 0 0 0 0 0 
特別損失 44 0 0 0 52 
純利益 2,073 3,023 2,878 △ 278 2,845 

R2年度 R3年度H29年度 H30年度 R1年度

△ 2,000 

△ 1,000 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

営業利益 経常利益 純利益

( 単位：百万円 )

( 単位：百万円 )
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① 経常収支比率 

＝ 経常収益 〔 営業収益 ＋ 営業外収益 〕 / 経常費用 〔 営業費用 ＋ 営業外費用 〕 

経営目標 ： １１２ ％以上 → 実績 ： １２４．７ ％ 

 

 受水団体との給水協定に基づく申込水量の確保及び自己水源等から県水へ

の転換を促進することにより、給水料金収入を確保し、目標を達成した。 

 
② 自己資本構成比率 

＝ 資本等 〔 資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益 〕 / 総資本 〔 資本＋負債 〕 

経営目標 ： ８３ ％以上 → 実績 ： ８５．０ ％ 

 

 計画的な企業債の償還に努め、目標を達成した。 

 
③ 流動比率 

＝ 流動資産 / 流動負債 

経営目標 ： １００ ％以上 → 実績 ： ３７１．７ ％ 

 

 企業債の償還が進み企業債が減少したため流動負債が減となり、目標を達成し

た。 

  

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

   経常収支比率 116.1% 125.0% 123.5% 97.6% 124.7% 112%以上

   自己資本構成比率 79.8% 81.9% 83.6% 85.1% 85.0% 83%以上

   流動比率 216.0% 250.6% 328.4% 360.2% 371.7% 100%以上
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《 料金収入確保 》 

 

④ 給水量の確保 【 1 日最大給水量 】 

経営目標 ： ４１４，５３０ ㎥/日以上 → 実績 ： ４１４，５３０ ㎥/日 

 

 受水団体との給水協定に基づく申込水量の確保に努めたことにより、目標を達

成した。 

 
⑤ 最大稼働率 

＝ １日最大給水量 / 施設能力 

経営目標 ： ９３．３ ％以上 → 実績 ： ９３．４ ％ 

 

 受水団体との給水協定に基づく申込水量の確保を図るとともに、水需要に応じ

た施設整備に努めた結果、目標を達成した。 

《 企業債縮減 》 

 

⑥ 企業債残高 

経営目標 ： １９９ 億円以下 → 実績 ： １９５．６ 億円 

 

 計画的な企業債の償還に努め、目標を達成した。 

  

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

   １日最大給水量 413,030 413,530 414,530 414,530 414,530 414,530以上

   施設能力 443,826 443,826 443,826 443,826 443,826 443,826

   最大稼働率 93.1% 93.2% 93.4% 93.4% 93.4% 93.3%以上

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

   企業債残高 315.0 274.0 239.6 207.7 195.6 199 以下

(単位：㎥/日)

(単位：億円)
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《 費用抑制 》 

 

⑦ 給水原価 

経常費用－（ 受託工事費＋材料及び不要品売却原価＋附帯事業費 ）－長期前受金戻入 

年間総有収水量 〔 ※ １年間で料金徴収の対象となった水量 〕 

経営目標 ： １１５ 円/㎥以下 → 実績 ： ９６．０ 円/㎥ 

 

 給水量の確保及び経常費用の抑制に努めた結果、目標を達成した。 

（2） 水道料金の適正化 

《 水道料金の適正化 》 

 

⑧ 料金回収率 

＝ 供給単価 〔 給水料金合計 / 年間総有収水量 〕 / 給水原価 

経営目標 ： １０４ ％以上 → 実績 ： １２３．８ ％ 

 

 アセットマネジメント推進計画に基づく将来の施設整備費用の積立が必要なこと

から、その財源を最低限確保するための料金を設定していること、及び経常費

用の抑制に努めた結果、令和元年度 ※ と同水準を維持し、目標を達成した。 

※ 令和２年度はコロナ対策として料金減免を行ったため、令和元年度を比較対象としている 

  

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

   給水原価 110.0 101.2 102.1 127.5 96.0 115 以下

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

   料金回収率 114.4% 124.0% 122.5% 93.4% 123.8% 104%以上 

＝ 

(単位：円/㎥)
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（3） 危機管理対策の実施 

 

《 ハード 》 

⑨ 耐震適合管率 

＝ 耐震適合管路延長 / 管路延長 

経営目標 ： ７１．４ ％以上 → 実績 ： ７１．０ ％ 

 

 三田西宮連絡管整備事業において、想定より硬い岩盤の影響から掘進工事が

難航したことにより目標を達成することができなかった。 

《 ソフト 》 

⑩ 実地訓練実施件数 

経営目標 ： ７ 件 → 実績 ： ７ 件 

 
 各浄水場及び水質管理センターでの個別のシナリオを想定した事故訓練 5 件、

水道災害に備えた応急給水訓練 1 件及び情報伝達訓練 1 件を実施し、目標を

達成した。 

《 その他 》 

⑪ 給水支障件数 

経営目標 ： ０ 件 → 実績 ： ０ 件 

 
 事故対策処理要領に基づく実地訓練を各浄水場で実施したほか、施設の定期

点検、管路の定期巡視等による適切な維持管理、音聴による漏水調査を実施し

た結果、給水支障（断水）は発生せず、目標を達成した。 

  

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

   耐震適合管率 - - 69.1% 69.9% 71.0% 71.4%以上

   実地訓練実施件数 7 件 7 件 7 件 7 件 7 件 7 件

   給水支障件数 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件
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２ 工業用水道事業 

◼ 事業の目的 

産業の振興による地域の活性化、地下水の過剰くみ上げによる地盤沈下の防止を

図るなど、経済の発展と県土の保全に寄与するため、豊富で低廉な工業用水を安定

的に供給する。 

◼ 事業概要 

（1） 播磨臨海部の 102 事業所を対象に、揖保川、市川、加古川を水源とする揖保川

第 1、揖保川第 2、市川及び加古川工業用水道の 4 事業を経営している。 

（2） 令和4年4月1日現在、計画給水量973,680㎥/日に対し、施設能力は709,930

㎥/日であり、契約水量は日量 645,460 ㎥となっている。 

（3） 各ポンプ場の施設については、施設の老朽度合い等を考慮のうえ、アセットマ

ネジメント推進計画を基本とし、計画的な整備を進めている。 

１ 工業用水道事業の経営目標 

(1) 健全経営の確保 

給水量の確保、経費の削減などによる安定経営の確保 

(2) 危機管理対策の実施 

定期的な施設の点検・診断・修繕による適正な施設の維持更新 

２ 工業用水道事業の経営評価の考え方 

工業用水道事業の経営目標の達成状況を把握するため、代表的と考えられる評価指標を

検証し、評価を行った。 

 
  

（1） 健全経営の確保

（2） 危機管理対策の実施

経営成績

料金収入確保

企業債縮減

費用抑制

ソフト

その他

① 経常収支比率

② 自己資本構成比率

③ 流動比率

④ 給水量の確保（１日最大給水量）

⑤ 最大稼働率

⑥ 企業債残高

⑦ 給水原価

⑧ 実地訓練実施件数

⑨ 給水支障件数

（ 経営目標 ） （ 取組項目 ） （ 評価指標 ）
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３ 企業庁の自己評価 

(1) 目標の達成状況 

令和 3 年度は令和 2 年度より契約水量が増加したが、令和 2 年度に加古川工水で１社 

（ △7,000 ㎥/日 ） 減量があったため、全 9 項目のうち、これに連動する給水量の確保及

び、最大稼働率の 2 項目の目標が達成できなかった。 

(2) 決算状況 

令和 3 年度は平年並みの収益を維持したため純利益は 1,016 百万円となり、平成 5 年

度以降、29 年連続して黒字となった。 

なお、前年度から収益が減少している理由は、令和 2 年度に減量負担金による一時的

な収益増加があったためである。 

 

４ 経営指標の達成状況 

経営目標達成率 〔 達成率 ＝ 実績値 / 目標値 〕 

9 項目中、7 項目で目標を達成。 
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① 経常収支比率 

② 自己資本構成比率 

③ 流動比率 

④ 1 日最大給水量 

⑤ 最大稼働率 

⑥ 企業債残高 

⑦ 給水原価 

⑧ 実地訓練実施件数 

⑨ 給水支障件数 

  

達成ライン 

▼ 

890.1％ 

102.1％ 

105.0％ 

99.3％ 

99.3％ 

100.1％ 

108.9％ 

100.0％ 

100.0％ 



12 

 

（1）健全経営の確保 

《 経営成績 》 

 令和 3 年度決算は純利益が 1,016 百万円の黒字となり、平成 5 年以降、29 年連続で

黒字を維持している。 

 収入面では給水収益の減 （ △35 百万円 ）、減量負担金の減 （ △246 百万円 ） 等が

あったため、全体としては昨年度比較で 262 百万円減少した。 

※ 減量負担金 ・・・ 令和 2 年度に加古川工水で一社減量したことに伴う負担金収入を計上 

 また、費用面では、修繕費の増加 （ ＋26 百万円 ） 等により 9 百万円増加した。 

 特別損失 11 百万円については、電気料金請求事件訴訟における電力会社との和解

金である。 

【 決算の概要 】 

 令和２年度実績  令和３年度実績 

営業利益 ６０４ 百万円 ５５６ 百万円 

経常利益 １，２９８ 百万円 １，０２７ 百万円 

 

【 収支の概要 】 

 

 

営 業 収 益 3,322 3,364 3,374 3,349 3,314 

営 業 費 用 2,715 2,846 2,766 2,744 2,758 

営 業 利 益 607 518 608 604 556 

営業外収益 467 529 465 725 498 

営業外費用 47 42 37 31 27 
経 常 利 益 1,027 1,006 1,036 1,298 1,027 

特 別 利 益 0 0 0 0 0 

特 別 損 失 44 0 0 0 11 

純 利 益 983 1,006 1,036 1,298 1,016 

R3年度H29年度 H30年度 R1年度 R2年度
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1,400

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

営業利益 経常利益 純利益

( 単位：百万円 )

( 単位：百万円 )
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① 経常収支比率 

＝ 経常収益 〔 営業収益 ＋ 営業外収益 〕 / 経常費用 〔 営業費用 ＋ 営業外費用 〕 

経営目標 ： １３４ ％以上 → 実績 ： １３６．９ ％ 

 
 営業費用が目標設定時の見込みより減少した結果、目標を達成した。 

 
② 自己資本構成比率 

＝ 資本等 〔 資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益 〕 / 総資本 〔 資本＋負債 〕 

経営目標 ： ７１ ％以上 → 実績 ： ７４．６ ％ 

 

 計画的な企業債の償還に努め、目標を達成した。 

 
③ 流動比率 

＝ 流動資産 / 流動負債 

経営目標 ： １００ ％以上 → 実績 ： ８９０．１ ％ 

 

 計画的な企業債の償還に努め、目標を達成した。 

  

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

   経常収支比率 137.2% 134.8% 137.0% 146.8% 136.9% 134% 以上

   自己資本構成比率 74.6% 67.7% 69.9% 72.5% 74.6% 71% 以上

   流動比率 852.8% 640.8% 653.6% 843.7% 890.1% 100% 以上



14 

 

《 料金収入確保 》 

 

④ 給水量の確保 【 日最大給水量 】 

経営目標 ： ６４９，７３０ ㎥/日以上 → 実績 ： ６４５，４６０ ㎥/日 

 

 企業訪問等の働きかけを行った結果、契約水量の増量 ( 607 ㎥/日 ) となった

が、令和 2 年度に加古川工水で１社 （ △7,000 ㎥/日 ） 減量があったため、目標

未達成となった。 

 
⑤ 最大稼働率 

＝ １日あたりの契約水量である基本使用水量 / １日最大施設能力 

経営目標 ： ９２ ％以上 → 実績 ： ９０．９ ％ 

 

 新規・増量需要の開拓を図り、水需要に応じた施設整備に努めたが、令和 2 年

度に加古川工水で１社 （ △7,000 ㎥/日 ） 減量があったため、目標未達成となっ

た。 

  

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

   １日最大給水量 646,710 649,733 649,753 644,853 645,460 649,730以上

   施設能力 709,930 709,930 709,930 709,930 709,930 709,930

   最大稼働率 91.1% 91.5% 91.5% 90.8% 90.9% 92% 以上

(単位：㎥/日)
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【 参考 】 工業用水道事業 

 

《 企業債縮減 》 

 

⑥ 企業債残高 

経営目標 ： ５９ 億円以下 → 実績 ： ５９．０ 億円 

 
企業債の計画的な償還を行い、目標を達成した。 

  

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

基本使用水量 基本使用水量 基本使用水量 基本使用水量 基本使用水量 基本使用水量

(最大稼働率) (最大稼働率) (最大稼働率) (最大稼働率) (最大稼働率) (最大稼働率)

257,880 257,880 257,880 257,880 257,880 257,880 

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100%) 

75,800 75,800 75,800 75,800 75,800 75,800 

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100%) 

111,410 111,410 111,410 113,010 113,010 111,410 

(79.6%) (79.6%) (79.6%) (80.7%) (80.7%) (80%) 

201,620 204,643 204,663 198,163 198,770 204,640 

(85.3%) (86.6%) (86.6%) (83.9%) (84.1%) (87%) 

646,710 649,733 649,753 644,853 645,460 649,730 

(91.1%) (91.5%) (91.5%) (90.8%) (90.9%) (92%) 
709,930 

施設能力

揖
保
川
1

揖
保
川
2

市
 
川

加
古
川

計

257,880 

75,800 

140,000 

236,250 

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

   企業債残高 89.6 86.3 77.1 68.0 59.0 59 以下

(単位：億円)
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《 費用抑制 》 

 

⑦ 給水原価 

経常費用 －（ 受託工事費＋材料及び不要品売却原価＋附帯事業費 ）－ 長期前受金戻入 

年間総有収水量 〔 ※ １年間で料金徴収の対象となった水量 〕 

経営目標 ： １０．６ 円/㎥以下 → 実績 ： ９．７ 円/㎥ 

 
 動力費等費用の削減に努め、目標を達成した。 

 
（2） 危機管理対策の実施 

 

《 ソフト 》 

⑧ 実地訓練実施件数 

経営目標 ： ４ 件 → 実績 ： ４ 件 

 
 「上・工水道施設事故対策処理要領」に基づく実地訓練 2 件、引原ダム及び生

野ダムの水防伝達演習 2 件を実施したことにより、目標を達成した。 

《 その他 》 

⑨ 給水支障件数 

経営目標 ： ０ 件 → 実績 ： ０ 件 

 
 施設の定期点検、管路の定期巡視等による適切な維持管理、音聴による漏水

調査を実施することにより、給水支障（断水）は発生せず、目標を達成した。 

  

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

   給水原価 9.6 10.1 9.7 9.6 9.7 10.6 以下

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

   実地訓練実施件数 4 件 4 件 5 件 4 件 4 件 4 件

   給水支障件数 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

＝ 

(単位：円/㎥)
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３ 地域整備事業 

◼ 事業の目的 

土地の取得・造成・供給やこれらにあわせて行う施設の整備・供給等を通じ、地域の

魅力と活力を高め、産業の健全な発展と県民福祉の向上に寄与する。 

◼ 事業概要 

潮芦屋、神戸三田国際公園都市、播磨科学公園都市、淡路津名地区で産業用

地、住宅用地、業務用地の分譲を実施している。 

各地区の特性・優位性を生かし、民間ノウハウの積極的な導入、地元市町との連携

により戦略的な分譲を進める。 

 
１ 地域整備事業の経営目標 

(1) 健全経営の確保 

産業用地・住宅用地等の分譲などによる安定経営の確保 

(2) 既開発地区の分譲推進 

各種インセンティブ制度の活用、PR を通じた分譲の推進 

(3) 青野運動公苑の運営 

県民のスポーツニーズに応え、北播磨地域の振興に寄与 

２ 地域整備事業の経営評価の考え方 

地域整備事業の経営目標の達成状況を把握するため、代表的と考えられる評価指標を検

証し、評価を行った。 

 
  

（1） 健全経営の確保

（2） 分譲推進

経営成績

企業債縮減

全体

参考:分譲・定期借地面積潮芦屋

神戸三田国際公園都市

播磨科学公園都市

淡路津名地区

参考:分譲・定期借地面積

参考:分譲・定期借地面積

参考:分譲・定期借地面積

① 経常収支比率

② 自己資本構成比率

③ 流動比率

④ 企業債残高

⑤ 分譲進捗率

⑥ 青野運動公苑利用者数（1） 集客力向上

（ 経営目標 ） （ 取組項目 ） （ 評価指標 ）

１ 既開発地区の分譲推進

２ 青野運動公苑の運営
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３ 企業庁の自己評価 

(1) 目標の達成状況 

淡路津名地区の産業用地を中心に分譲が好調であり、分譲進捗率は目標を達成した。 

また、淡路津名地区の産業用地を中心に土地売却収益の増加したこと等により、黒字は

確保したものの、新型コロナウイルスの影響により減収となっている（株）夢舞台の建物賃借

料を翌年度以降に繰延したこと等により利益の上積みが出来ず、経営成績に係る評価指

標 3 項目のうち、経常収支比率、自己資本構成比率の 2 項目において目標を達成できな

かった。 

(2) 決算状況 

淡路津名地区の産業用地を中心に、土地売却収益が増加したこと等により、当年度純利

益が 217 百万円の黒字となった。 

 
４ 経営指標の達成状況 

経営目標達成率 〔 達成率 ＝ 実績値 / 目標値 〕 

6 項目中、4 項目で目標を達成。  
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① 経常収支比率 

② 自己資本構成比率 

③ 流動比率 

④ 企業債残高 

⑤ 分譲進捗率 

⑥ 青野運動公苑利用者数 

１.既開発地区の分譲推進 

（1） 健全経営の確保 

《 経営成績 》 

 令和 3 年度は経常利益が昨年度 116 百万円の赤字から 242 百万円の黒字となり、

当年度純利益が昨年度 86 百万円の赤字から 217 百万円の黒字となっている。 

 黒字転換した要因としては、淡路津名地区の産業用地を中心に土地売却収益が増

加したこと等により黒字を確保した。 

 特別利益 442 百万円については、一般会計との貸借関係整理における企業債償還

の一般会計の引受による利益等である。 

 特別損失 466 百万円については、一般会計との貸借関係整理における一般会計へ

の貸付金の精算等である。 

 

  

0.0% 100.0%

375.9％ 

99.1％ 

97.6％ 

100.0％ 

100.8％ 

130.1％ 

達成ライン 

▼ 
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【 決算の概要 】 

 令和２年度実績  令和３年度実績 

営業利益 △ ２３２ 百万円 １４５ 百万円 

経常利益 △ １１６ 百万円 ２４２ 百万円 

 

【 収支の概要 】 

 

 

  

営業収益 4,344 2,410 2,447 2,632 3,167 
　うち土地売却収益 1,786 1,186 1,249 1,432 2,076 
営業費用 4,499 2,622 2,575 2,864 3,022 
　うち土地売却原価 1,560 1,016 1,078 1,269 1,912 
営業利益 △ 155 △ 212 △ 127 △ 232 145 
営業外収益 283 269 150 126 106 
営業外費用 14 10 9 10 10 
経常利益 114 47 14 △ 116 242 
特別利益 120 0 117 33 442 
特別損失 123 0 97 3 466 
純利益 111 47 34 △ 86 217 

R2年度 R3年度H29年度 H30年度 R1年度

△ 300 

△ 200 

△ 100 

0

100

200

300

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

営業利益 経常利益 純利益

( 単位：百万円 )

( 単位：百万円 )
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① 経常収支比率 

＝ 経常収益 〔 営業収益 ＋ 営業外収益 〕 / 経常費用 〔 営業費用 ＋ 営業外費用 〕 

経営目標 ： １０９ ％以上 → 実績 ： １０８．０ ％ 

 
 淡路津名地区の産業用地を中心に分譲が好調であり、土地売却収益が増加し

黒字は確保出来たものの、新型コロナウイルス感染拡大により、グランドニッコー

淡路等を運営する株式会社夢舞台の収益が減少したことを踏まえ建物貸付料

を翌年度以降に繰延したこと等により目標を下回った。 

 
② 自己資本構成比率 

＝ 資本等 〔 資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益 〕 / 総資本 〔 資本＋負債 〕 

経営目標 ： ２６ ％以上 → 実績 ： ２５．４ ％ 

 
 株式会社夢舞台の建物貸付料を繰延したこと等により、利益剰余金の上積みが

出来ず、目標を下回った。 

 
③ 流動比率 

＝ 流動資産 / 流動負債 

経営目標 ： １００ ％以上 → 実績 ： ３７５．９ ％ 

 
 翌年度償還分の企業債残高の増等により、流動比率は前年度から減少したもの

の、健全経営の指標となる 100％以上は確保し、目標を達成した。 

  

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

102.5% 101.8% 100.5% 96.0% 108.0% 109% 以上

24.5% 25.3% 25.3% 25.4% 25.4% 26% 以上

50.7% 73.8% 634.0% 677.9% 375.9% 100% 以上

   経常収支比率

   自己資本構成比率

   流動比率
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《 企業債縮減 》 

 

④ 企業債残高 

経営目標 ： ７７２ 億円以下 → 実績 ： ７７２ 億円 

 
 企業債を発行せず、計画的な償還に努めたことにより、目標を達成した。 

（2） 既開発地区の分譲推進 

《 全体 》 

 

⑤ 分譲進捗率 

経営目標 ： ９０ ％以上 → 実績 ： ９０．７ ％ 

 
 産業用地の分譲が淡路津名地区を中心に好調であったことや、住宅用地にお

いても、神戸三田国際公園都市カルチャータウン（兵庫村）の分譲が令和2年度

から引き続き好調であったことから目標を達成した。 

 

  

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

842 785 780 776 772 772以下   企業債残高

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

- - 88.0% 89.0% 90.7% 90% 以上   分譲進捗率

令和2年度

分譲累計面積 分譲面積 分譲累計面積 ( 進捗率 )  

産業用地 228.9ha 189.2ha 9.5ha 198.7ha 86.8 %

住宅用地 214.1ha 199.3ha 0.9ha 200.2ha 93.5 %

業務用地 302.2ha 274.8ha 2.3ha 277.1ha 91.7 %

計 745.2ha 663.3ha 12.7ha 676.0ha 90.7 %

分譲計画面積
令和3年度

(単位：億円)
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■ 参考 

《 潮芦屋 》 

 

《 神戸三田国際公園都市 》 

 

[ 住宅用地 ] 

令和 2 年度に新規分譲 30 区画を販売開始した兵庫村において、令和 3 年度は

17 区画を販売し、目標を達成した。（兵庫村は令和 3 年度完売） 

〔 業務用地 〕 

カルチャータウン地区センター南ブロック用地（ 1.8 ㏊）を関西学院大学に売却し

た。 

  

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

- - 0.2 ㏊ 0.1 ㏊ 0.0 ㏊ -

   うち住宅用地 - - 0.0 ㏊ 0.0 ㏊ 0.0 ㏊ -

   うち業務用地 - - 0.2 ㏊ 0.1 ㏊ - 令和２年度
分譲完了

   分譲・定期借地面積

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

- - 0.6 ㏊ 1.4 ㏊ 2.6 ㏊ 0.3 ㏊以上

   うち住宅用地 - - 0.5 ㏊ 0.8 ㏊ 0.8 ㏊ 0.3 ㏊以上

   うち業務用地 - - 0.1 ㏊ 0.6 ㏊ 1.8 ㏊ -

   分譲・定期借地面積
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《 播磨科学公園都市 》 

 

〔 産業用地 〕 

播磨地区の特性・優位性のアピールに取り組むとともに民間手法を活用した企業

誘致活動を展開し、1.8 ㏊を分譲した。 

〔 住宅用地 〕 

民間事業者との共同分譲に取り組むとともに、インセンティブを活用した分譲を進

め、目標を達成した。 

《 淡路津名地区 》 

 

〔 産業用地 〕 

淡路津名地区の特性・優位性のアピールや民間手法の活用による企業誘致活動

を展開し、目標を達成した。 

  

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

- - 0.1 ㏊ 2.5 ㏊ 1.9 ㏊ 2.5 ㏊以上

   うち住宅用地 - - 0.1 ㏊ 0.1 ㏊ 0.1 ㏊ 0.1 ㏊以上

   うち産業用地 - - 0.0 ㏊ 2.4 ㏊ 1.8 ㏊ 2.4 ㏊以上

   分譲・定期借地面積

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

- - 3.1 ㏊ 3.2 ㏊ 7.7 ㏊ 1.4 ㏊以上

   うち産業用地 - - 3.1 ㏊ 3.2 ㏊ 7.7 ㏊ 1.4 ㏊以上

   分譲・定期借地面積
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２.青野運動公苑の運営 

（1） 集客力向上 

 

⑥ 青野運動公苑利用者数 

経営目標 ： ５３，０００ 人以上 → 実績 ： ６８，９３８ 人 

 
 ゴルフ部門においては、コロナ禍において感染リスクが低いとされる屋外スポー

ツであるゴルフの人気が高まっており、インターネット予約による一般利用客獲

得へ注力してきた戦略が奏功し、前年度比 119.5％となる 47,555 人を集客した。 

 一方、テニス・ホテル部門では、主力であるテニスの学生合宿需要が、コロナ禍

の影響で、低迷している。 

 令和 3 年度トータルでは、前年度比 116.4％となる 68,938 人を集客しており、同

年度目標である 53,000 人以上/年を達成した。 

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

82,261 78,760 73,716 59,221 68,938 53,000以上

   ゴルフ 37,620 37,747 37,069 39,802 47,555 -

   テニス 21,408 19,865 17,628 8,665 8,644 -

   ホテル 14,043 13,109 11,702 2,559 3,520 -

   グラウンド・ゴルフ 9,190 8,039 7,317 8,195 9,219 -

   利用者数

(単位：人)



26 

【 参考 】 

自主的な運営が行われており企業庁事業としては評価対象外としている施設 

① 淡路夢舞台 

土砂採取跡地に自然環境の回復と緑豊かな景観を創造するとともに、人と自然と文化

が交流する「淡路島国際公園都市」の中核施設として整備された。 

（株）夢舞台による、ホテル、国際会議場、温室等の施設群の一体的な管理運営により、

北淡路地域の振興を推進している。 

② 淡路ワールドパーク ONOKORO 

「くにうみの祭典」 を契機に整備された後、淡路島中部の中核的な集客施設として地

域の振興に寄与するため、淡路市に貸し付け、市が観光施設として運営している。 

③ 北淡震災記念公園 （ 野島断層保存館ほか ） 

野島断層保存館及びメモリアルハウスを令和 3 年 6 月に淡路市に売却した。 

【 参考 】 

淡路夢舞台の状況 

企業庁が 1,250 百万円を出資（出資割合 82.9％）し、ホテル等建物を貸付けている（株）夢

舞台について、その経営状況、財政状態及びホテルの利用状況は次のとおりである。 

 経営状況 

5 か年の経営状況の推移は次のとおりで、令和 3 年度は 153 百万円の純損失となった。 

（単位：百万円） 

区  分 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

収    益 ３，５５６ ３，６２５ ３，６９７ ２，５３９ ２，７０５ 

費    用 ３，５５０ ３，６６１ ３，７６７ ２，８２８ ２，８５８ 

当期純利益 ６ △ ３６ △ ７０ △ ２８９ △ １５３ 
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 財政状態（令和 4 年 3 月 31 日現在） 

令和 3 年度末で 11 百万円の債務超過となった。  

（単位：百万円） 

資産の部 負債・純資産の部 

流動資産 

固定資産 

有形固定資産 
無形固定資産 
投資その他資産 

５４３ 

６３７ 

５６９ 
３９ 
２９ 

 流動負債 

固定負債 

株主資本 

資本金 
利益剰余金 

８３７ 

３５４ 

△ １１ 

１，５０９ 
△ １，５２０ 

 

合  計 １，１８０  合  計 １，１８０  

 

 主要施設の利用状況 

ホテル等の利用者数等は前年度に比べ増加しているものの、新型コロナウイルス感染

拡大の影響を受け、依然として厳しい経営環境にある。 

 

  

客室稼働率 ( ％ ) ３６.５ ３７.３ １０２.２ ％ ６８.５ ５４.５ ％

宿泊者数 ( 千人 ) ５３ ５７ １０７.５ ％ ９８ ５８.２ ％

宴会（一般・婚礼） ( 件 ) １８５ ２７２ １４７.０ ％ ６５３ ４１.７ ％

ﾚｽﾄﾗﾝ・ｼｮｯﾌﾟ ( 千人 ) １５３ １５２ ９９.３ ％ ３００ ５０.７ ％

展望ﾃﾗｽ内ﾚｽﾄﾗﾝ ( 千人 ) ８５ ９２ １０８.２ ％ １８７ ４９.２ ％

国際会議場 ( 件 ) ２６１ ２６３ １００.８ ％ ３８５ ６８.３ ％

温室 ( 千人 ) ８２ ７５ ９１.５ ％ １８０ ４１.７ ％

ﾊｲｳｪｲｵｱｼｽ ( 千人 ) ９０１ ９４５ １０４.９ ％ １,６０５ ５８.９ ％

対Ｈ３０
年度比

Ｒ２年度 Ｒ３年度 対前年度比
Ｈ３０年度
（コロナ前）

ホ
テ
ル

区　　分
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４ 企業資産運用事業 

◼ 事業の目的 

企業資産運用のための資産の取得・管理、及び県が行う建設事業に対する資金の

貸付等を行うことにより、企業資産の効率的な運用を図る。 

◼ 事業概要 

再生可能エネルギーの普及拡大への貢献及び保有資産の有効活用を図るため、

太陽光発電事業を実施している。 

 
１ 企業資産運用事業の経営目標 

(1) 健全経営の確保 

安定した経営の確保 

(2) 太陽光発電事業の実施 

環境優先社会の実現等に貢献 

２ 企業資産運用事業の経営評価の考え方 

企業資産運用事業の経営目標の達成状況を把握するため、代表的と考えられる評価指標

を検証し、評価を行った。 

 
  

（1） 健全経営の確保

（2） 太陽光発電事業の実施

経営成績

企業債縮減

① 経常収支比率

② 自己資本構成比率

③ 流動比率

参考 ： 企業債残高

④ 年間総発電量

（ 経営目標 ） （ 取組項目 ） （ 評価指標 ）
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３ 企業庁の自己評価 

(1) 目標の達成状況 

健全経営の確保及び太陽光発電事業の実施に努めた結果、評価指標 4 項目中 3 項目

の目標を達成した。 

(2) 決算状況 

太陽光発電事業における売電収入が日射量の減等により昨年度を下回ったが、当年度

純利益は 304 百万円となり、平成 8 年度以降、26 年連続の黒字となった。 

 

４ 経営指標の達成状況 

経営目標達成率 〔 達成率 ＝ 実績値 / 目標値 〕 

4 項目中、3 項目で目標を達成。 

① 経常収支比率 

② 自己資本構成比率 

③ 流動比率 

④ 年間総発電量  

0.0% 100.0%

達成ライン 

▼ 

180.5％ 

118.0％ 

99.2％ 

110.6％ 
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（1） 健全経営の確保 

《 経営成績 》 

 令和 3 年度決算は、純利益が前年度を 45 百万円下回ったが、304 百万円の黒字とな

り、平成８年度以降、26 年連続の黒字となった。 

 太陽光発電事業における日射量の減等により売電収入が対前年度比で 62 百万円減

少したこと等により、営業利益は前年度を下回る 267 百万円となった。 

【 決算の概要 】 

 令和２年度実績  令和３年度実績 

営業利益 ３１４ 百万円 ２６７ 百万円 

経常利益 ３４９ 百万円 ３０４ 百万円 

 

【 収支の概要 】 

 

 

  

営業収益 1,412 1,335 1,375 1,391 1,329 
営業費用 1,098 1,093 1,090 1,076 1,062 

営業利益 314 242 286 314 267 
営業外収益 39 43 56 36 39 

営業外費用 14 14 6 1 1 

経常利益 339 271 336 349 304 
特別利益 5 0 0 0 0 

特別損失 0 0 0 0 0 
純利益 344 271 336 349 304 

R3年度H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

0

50

100

150

200

250

300

350

400

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

営業利益 経常利益 純利益

( 単位：百万円 )

( 単位：百万円 )
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① 経常収支比率 

＝ 経常収益 〔 営業収益 ＋ 営業外収益 〕 / 経常費用 〔 営業費用 ＋ 営業外費用 〕 

経営目標 ： １０９ ％以上 → 実績 ： １２８．６ ％ 

 

太陽光発電の売電収入が日射量の減等により昨年度を下回ったが、引き続き

収益確保及び維持管理費用の縮減に努めた結果、目標を達成した。 

 
② 自己資本構成比率 

＝ 資本等 〔 資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益 〕 / 総資本 〔 資本＋負債 〕 

経営目標 ： ９１ ％以上 → 実績 ： ９０．３ ％ 

 

令和３年度は純利益を計上したものの、未払金（負債）の増加による影響が大き

く、目標を下回った。 

 
③ 流動比率 

＝ 流動資産 / 流動負債 

経営目標 ： １００ ％以上 → 実績 ： １８０．５ ％ 

 
売電収入の確保に努め、目標を達成した。短期的な支払い能力に問題なく安

定した資金繰りが行えている。 

なお、令和 2 年度までは、企業債償還を優先する理由から他会計へのメガソー

ラー土地使用料（長期未払金）の支払を繰延してきたが、令和 3 年度の資金状況

より十分支払えると判断し、令和 4 年度に長期未払金 2,215 百万を全額精算する

ため、一時的に流動負債の増となり、前年比では流動比率の大幅減となった。 

  

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

   経常収支比率 130.5% 124.5% 130.6% 132.4% 128.6% 109% 以上

   自己資本構成比率 75.6% 82.4% 92.0% 91.1% 90.3% 91% 以上

   流動比率 178.9% 107.3% 1367.1% 2409.3% 180.5% 100% 以上
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《 企業債縮減 》 

 

（ 参考 ） 企業債残高 

令和元年度に償還完了 

（2） 太陽光発電事業 

 

④ 年間総発電量 

経営目標 ： ３２，５０７ 千 kWh 以上 → 実績 ： ３５，９４２ 千 kWh 

 

平年に比べ日射量が少なく、昨年度より総発電量は減少したが、全 12 箇所の

発電施設は良好に稼働し、その発電状況もよく、経営目標を達成した。 

  

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

   企業債残高 - - - - - -

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

   太陽光発電施設発電量 38,194 36,093 37,205 37,638 35,942 32,507以上

(単位：千kWh)

(単位：億円)
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【 参考 】 太陽光発電事業 

 
  

① 網干沖地区 1.5 ㏊ 1,180 kW H25.11.5 40 円/kWh 

② 三田カルチャータウン 8.6 ㏊ 6,530 kW H26.3.1 40 円/kWh 

③ 養老ポンプ場 0.8 ㏊ 550 kW H26.6.12 36 円/kWh 

④ 権現ダム堤体法面 1.9 ㏊ 1,760 kW H26.11.6 36 円/kWh 

⑤ 神谷ダム土取場 1.7 ㏊ 1,780 kW H26.11.6 36 円/kWh 

⑥ 中西条地区 1.7 ㏊ 1,590 kW H26.11.12 36 円/kWh 

⑦ 播磨科学公園都市 ( 住宅用地 ) 6.0 ㏊ 5,000 kW H26.12.11 36 円/kWh 

⑧ 佐野地区 2.5 ㏊ 2,000 kW H27.1.13 36 円/kWh 

⑨ 播磨科学公園都市 ( 産業用地 ) 2.2 ㏊ 2,000 kW H27.2.5 36 円/kWh 

⑩ 播磨科学公園都市 ( 都市運営用地 ) 0.7 ㏊ 610 kW H27.2.23 32 円/kWh 

⑪ 神谷ダム堤体法面 3.2 ㏊ 4,990 kW H28.2.15 36 円/kWh 

⑫ 平荘ダム堤体法面 1.6 ㏊ 1,610 kW H28.2.29 36 円/kWh 

32.4 ㏊ 29,600 kW － 平均 36.3 円 計

地　　区
設置
面積

発電予定
出力

発電開始
時期

売電単価
（税抜）
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５ 地域創生整備事業 

◼ 事業の目的 

地域創生に資する事業のうち、市町と協定して取り組む産業拠点の整備や健康福

祉、都市再生等の施設の整備などに関する事業を区分経理により展開する。 

◼ 事業概要 

県内産業団地の需給状況、企業立地の促進や雇用の創出など地域創生を推進す

る観点から、企業庁と小野市が協定を締結し、産業拠点「ひょうご小野産業団地」の整

備を進めている。 

 
１ 地域創生整備事業の経営目標 

(1) 分譲の推進 

ひょうご小野産業団地の分譲を推進 

２ 地域創生整備事業の経営評価の考え方 

地域創生整備事業の経営目標の達成状況を把握するため、代表的と考えられる評価指標

を検証し、評価を行った。 

 

３ 企業庁の自己評価 

(1) 目標の達成状況 

ひょうご小野産業団地の第 2 期公募を令和 3 年 8 月から実施し、3 件を分譲した。 

(2) 決算状況 

ひょうご小野産業団地において、3 区画の土地売却収益等により、当期純利益が 1,558

百万円の黒字となった。 

 
  

（1） 分譲の推進 小野産業団地 ① 分譲面積

（ 経営目標 ） （ 取組項目 ） （ 評価指標 ）
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【 決算の概要 】 

 令和２年度実績  令和３年度実績 

営業利益 １２ 百万円 ８８１ 百万円 

経常利益 １１ 百万円 ８８０ 百万円 

 

【 収支の概要 】 

 

４ 経営指標の達成状況 

（1） 分譲の推進 

《 小野産業団地 》 

 

① 分譲面積 

経営目標 ： １６．２ ha → 実績 ： ７．３ ha 

 
2 期公募を実施した結果、令和 4 年 3 月の分譲面積は合計 7.3 ㏊であり、目標

を下回った。 

なお、令和 4 年 5 月に 4.58 ㏊を分譲済であり、残り 1 区画 4.36 ㏊については

事業予定者を令和 4 年 6 月から公募中。12 月中に全面積を分譲予定。 

  

( 単位：百万円 )

営業収益 - - 2,749 581 2,415 

営業費用 - - 2,055 569 1,534 
営業利益 - - 694 12 881 
営業外収益 - - 0.0 0.4 0.5 

営業外費用 - - 0 0.9 1.3 
経常利益 - - 694 11 880 
特別利益 - - 0 0 678 

特別損失 - - 0 0 0 
純利益 - - 694 11 1,558 

R2年度 R3年度H29年度 H30年度 R1年度

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R3目標

   分譲面積 - - 6.5 ㏊ 2.0 ㏊ 7.3 ㏊ 16.2 ㏊
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６ 委員評価・意見 

総合評価 

 令和３年度は前年度に続きコロナ禍の中にあって、各会計とも黒字、各指標等も概ね目

標を達成するなど、取組の成果が出ていると評価できる。 

 企業債償還が進み、水道、工水、地域整備、資産運用事業の４分野で流動比率の達成

度が顕著である。 

 コロナ禍、SDGs、脱炭素などの社会的課題に対して、企業庁としてしっかりと取り組まれ

たい。 

水道用水供給事業・工業用水道事業 

 令和３年度も事故や支障がなく、安定して水の供給ができたことは、当たり前のようで、そう

ではない。現場の職員の努力等が評価できる。 

 近年、他の自治体で断水や漏水等の事故が起こっている。これらを踏まえた対策や学び、

新技術等の活用により、より一層、事故を起こさない体制づくりに取り組まれたい。 

 工水の営業収益が昨年度比で減少した主因である加古川工水の減量について、企業誘

致担当部署等とも連携し、今後も契約水量回復に向けて努力されたい。 

地域整備事業 

 神戸三田国際公園都市において関西学院大学に売却した土地の利用について、近隣住

民の理解を得たうえで、取り組みを進められたい。 

 用地売却について、民間手法等も取り組みに攻めの取り組みをされ、好実績が残せたこと

は評価できる。 

 淡路津名地区の産業用地の分譲が好調で、取り組みの成果が出ていると思う。引き続き

努力されたい。 

 青野運動公苑について、ゴルフが好調である。テニスについてもゴルフ同様、インターネ

ット予約を取り入れるなど、利用客を増やす努力をされたい。 


